
令和６年２月29日
内閣府男女共同参画局

地域における女性活躍・男女共同参画の推進、
こども政策における男女共同参画の視点等

について

資料１
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１．地域における女性活躍・男女共同参画の推進について



市区町村における男女共同参画計画策定の割合の推移
・男女共同参画社会基本法第14条では、地方公共団体に対し、男女共同参画基本計画を策定することを
  求めている（都道府県は義務、市区町村は努力義務）。
・男女共同参画計画の令和５年の策定率は、市区町村全体では89.3％となっている。市区では98.8％だが、
  町村では80.9％にとどまっている。

2

（備考）１．内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」より作成。
          ２．各年４月１日時点（一部の地方公共団体においては、異なる場合あり）のデータとして各地方公共団体から提出のあったものを基に作成したものである。

 ３．東日本大震災の影響により、平成23(2011)年値には、岩手県の一部（花巻市、陸前高田市、釜石市、大槌町）、宮城県の一部（女川町、南三陸町）、福島県の一部（南相馬市、
 下郷町、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、飯館村）が、平成24(2012)年値には、福島県の一部（川内村、葛尾村）がそれぞれ含まれていない。また、北海
 道胆振東部地震の影響により、平成30(2018)年値には北海道厚真町が含まれていない。

４．市区には、政令指定都市を含む。



都道府県ごとの男女参画状況の可視化
・都道府県ごとの男女参画の状況について見ると、地域差が生じており、それぞれの分野によってその程
  度も異なる。
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6歳未満の
子供を持つ
夫婦の育児
家事関連
時間比

管理的職業
従事者の
男女比

技術者の
男女比

防災会議
委員の
男女比

推定年間
給与額の
男女比

大学の
教員の
男女比

女性の
子宮頸がん・
乳がんの
検診受診率

25歳から
44歳までの
就業医師の
男女比

25歳から44
歳までの就業
率の男女比

25歳から
44歳までの
正規雇用率
の男女比

（備考）１．独立行政法人国立女性教育会館（NWEC）及び男女共同参画センターの機能強化に関するワーキング・グループ（第１回）会議資料を基に、男女共同参画局で作成。
 ２．「男女比」については、原則男性に対する女性の比率（※については、女性の「育児家事関連時間」に対する男性の「育児家事関連時間」の比率）。

※



管理的職業従事者（会社役員、管理的公務員等）に占める女性の割合（都道府県別）
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（備考）１．自治会長は、内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」、ＰＴＡ会長（小中学校）は、内閣府「女性の政策・方針決定参画
 状況調べ」より作成。

 ２．自治会長は、各年４月１日時点（一部の地方公共団体においては、異なる場合あり）のデータとして各地方公共団体から提出のあったものを基に作成したものである。ＰＴＡ会
 長（小中学校）は、平成28(2016)年までは各年９月時点、平成29(2017)年、令和２(2020)年から令和４(2022)年は12月時点、平成30(2018)年及び令和元(2019)年は10月時点の
 データとして団体から提出のあったものを基に作成したものである。

 ３．自治会長については、回答のあった地方公共団体のうち、男女別の人数を把握できた団体のみを集計。
          ４．自治会長については、東日本大震災の影響により、平成23(2011)年値には、岩手県の一部（花巻市、陸前高田市、釜石市、大槌町）、宮城県の一部（女川町、南三陸町）、福

   島県の一部（南相馬市、下郷町、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、飯館村）が、平成24(2012)年値には、福島県の一部（川内村、葛尾村、飯館村）がそれぞ
    れ含まれていない。また、北海道胆振東部地震の影響により、平成30(2018)年値には北海道厚真町が含まれていない。

3.8 

6.3 
6.8 

10.0 10.0 

16.6 
17.4 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

平成19

（2007）

21

（2009）

23

（2011）

25

（2013）

27

（2015）

29

（2017）

令和元

（2019）

３

（2021）

4

（2022）

７

（2025）

（％）

（年）

自治会長 PTA会長（小中学校）

自治会長及びＰＴＡ会長に占める女性の割合の推移
・令和４年時点の自治会長に占める女性の割合は6.8％、PTA会長（小中学校）に占める女性の割合は17.4％
となっており、男性と比較するとまだまだ低い水準である。
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（第５次男女共同参画基本計画
における成果目標）※2025年

令和５年版男女共同参画白書より抜粋



自治会長に占める女性の割合（都道府県別）
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女性 男性

地域における10代～20代女性の人口に対する転出超過数の割合

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」により内閣府で算出。
 ２．三大都市圏（東京圏、名古屋圏及び関西圏）を除く道県の対前年転出増加数を算出。
 ３．東京圏は埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県、名古屋圏は岐阜県、愛知県及び三重県、関西圏は京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県。

・地域における10代～20代の人口に対する転出超過数の割合は、男性よりも女性が高く、女性の三大都市
 圏への転出超過が続いている。

（第５次男女共同参画基本計画
における成果目標）※2025年

7



0.03 

0.04 

0.07 
0.08 

-0.01 

-0.08 

-0.05 -0.05 

-0.07 

-0.03 

0.00 

0.03 

-0.07 

-0.11 

-0.09 

-0.04 

-0.15

-0.10

-0.05

0.00

0.05

0.10

0.15

平成22

（2010）

23

（2011）

24

（2012）

25

（2013）

26

（2014）

27

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

令和元

（2019）

２

（2020）

３

（2021）

４

（2022）

５

（2023）

（％）

（年）

女性 男性

地域における30代～40代女性の人口に対する転出超過数の割合

（備考）１．総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」により内閣府で算出。
 ２．三大都市圏（東京圏、名古屋圏及び関西圏）を除く道県の対前年転出増加数を算出。
 ３．東京圏は埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県、名古屋圏は岐阜県、愛知県及び三重県、関西圏は京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県。

・30代～40代の人口に対する転出超過数の割合についても、男性よりも女性の方が高いが、コロナ禍以降、
 男女ともに三大都市圏以外への転入が超過する傾向が見られる。
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地域間の移動者別にみる移動理由

（備考）１．内閣府「令和４年度 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査結果」により作成。
 ２．移動者の定義について

※「地方→東京圏」「地方→地方（移動なし）」・・・中学入学時および現在住んでいる都道府県で、“東京圏”は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、“地方”は東京圏（埼玉県、
千葉県、 東京都、神奈川県）のほか、愛知県、大阪府、福岡県を除き集計。

※「地方→地方（移動なし）」は、中学入学時と現在住んでいる都道府県が同じ人を集計。

・「地方→東京圏」に移動した、かつ、進学あるいは就職で移動経験がある者の移動理由のなかで、男性よ
り女性で高いものは、「娯楽や生活インフラが充実している」とともに「他人の干渉が少ない」「多様な価値
観が受け入れられる」となっている。
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2．こども政策における男女共同参画の視点について



女性活躍・男女共同参画政策におけるこどもに関する視点
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○女性版骨太の方針 2023（抜粋）

Ⅱ女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の強化 
（１）男女がともにライフイベントとキャリア形成を両立する上での諸課題の解消

②固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消

児童生徒の固定的な性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）を解消する

ための取組や、幼児期からも同様に、固定的な性別役割分担意識等を植え付けることなく、女子の理工

系分野での活躍など将来のあらゆる選択肢について自由な希望を抱くことができるようにするための教育

環境の整備に資する取組を行う。

○第５次男女共同参画基本計画（抜粋）

第１部 基本的な方針

３ ５次計画における基本的な視点と取り組むべき事項等

（１）基本的な視点及び取り組むべき事項

男女共同参画は、男性にとっても重要であり、男女が共に進めていくものである。特に、男女共同参画

や女性活躍の視点を企業組織のみならず、家庭や地域など生活の場全体に広げることが重要となる。その

際、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が男女どちらかに不利に働かないよう、メディアとも連携

しながら幼少期から大人までを対象に広報啓発等に取り組む必要がある。 
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３．本日ご議論いただきたい論点について



本日ご議論いただきたい論点
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・地域の実情に応じて女性活躍・男女共同参画を推

  進するための具体的な取組

・地方からの女性の転出超過を緩和するために、取り

  組むべき女性活躍・男女共同参画に関する課題とそ

  れに向けた対策

・こども政策を推進するにあたり、男女共同参画の視

  点を踏まえて、特に考慮すべき事項
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